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社会福祉法人四恩会 チェンジＡ．指定放課後等デイサービス事業 

 利用契約書 

 

児童及び保護者（以下「利用者」）と社会福祉法人四恩会チェンジＡ．（以下「事業者」

といいます。）は、事業者が通所利用する児童に対して提供する放課後等デイサービス事業

について、次のとおり契約します。 

 

第 １ 条 （契約の目的） 

この契約は、放課後等において障害児が生活能力を向上のために必要な訓練を行ない、

及び社会との交流を図ることができるよう、当該障害児の身体及び精神の状況並びにその

置かれている環境に応じて、適切かつ効果的な指導及び訓練を行うことを目的とする。 
 

第 ２ 条 （事業の内容） 

１ 事業者は、別紙「重要事項説明書」に定めるサービスを提供します。 

２ サービスの提供は、事業所の指導員等の従業員が当たります。  

３ 事業者は、利用者の障害程度並びに希望に応じて、利用者にサービスを提供します。 

４ 事業者は、日常生活上の援助や日中活動支援に当たっては、利用者の成長・発達の支援

及び日常生活の充実に資するよう、適切な技術をもって行います。 

５ 事業者は、児童・家族の希望により、昼食の提供及び送迎の実施のための調整を行いま

す。 

６ 事業者は、サービスの提供に当たっては、児童又は他の利用者の生命又は身体を保護す

る為、緊急やむを得ない場合を除き、利用者の行動を制限する行為を行いません。 
 

第 ３ 条 （契約期間） 

この契約の期間は、平成  年  月  日から平成  年  月  日までです。但

し、契約期間満了日以前に支給有効期間の満了日が更新された場合には、変更後の有効期

間の満了日をもって契約期間の満了日とします。 

また、有効期間終了前1ヶ月に双方より契約の解消の申出がない場合は、契約期間は新

しい有効期間に自動更新することとします。 
 

第 ４ 条 （相談及び援助） 

事業者は、常に利用者の心身の状況、その置かれている環境等の的確な把握に努め、利

用者又はその家族、後見人等の相談に適切に応じるとともに、必要な助言その他の援助を

行います。 
 

第 ５ 条 （健康管理） 

事業者は、常に児童の健康に留意するとともに、健康保持の為に適切な措置を講じます。 
 

第 ６ 条 （利用終了時の援助） 

１ 事業者は、契約が終了し利用者が当事業所の利用を終了する際は、利用者及びその扶養

義務者の希望、利用者が利用終了後に置かれることとなる環境等を考慮し、利用者の円滑

な利用終了のために必要な援助を行います。 

２ 事業者は、当事業所サービスの提供の終了（解約の場合も含みます）に際し、終了の旨

を支給決定市町に連絡します。 
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第 ７ 条 （緊急時の援助） 

１ 事業者は、児童の体調に急変が生じた場合などには、速やかに近隣の医療機関又は児童

のかかりつけ医療機関に診療を依頼する場合があります。 

２ 当事業所利用中に児童の心身の状態が変化した場合は、速やかに保護者へ連絡します。 
 

第８条  （守秘義務） 

１ 事業者は、正当な理由がない限り、その業務上知り得た児童又はその保護者の秘密を保

持する義務を負います。 

２ 事業者は、従業員が退職後、正当な理由がなく在職中知り得た児童又はその保護者に関

する秘密を漏らすことのないよう必要な措置を講じます。 
 

第９条  （利用料金） 

１ 利用者は、サービスの対価として市町村が定める利用者負担額、事業所で定める食費・

送迎費・材料費等の月ごとの合計金額を事業者に支払います。給付費については、当事業

所が保護者に代わり市町より代理受領します。 

２ 事業者は、利用者が希望する特別なサービスに要する費用の支払を利用者に請求できま

す。 

３ 事業者は、サービスの提供に当たっては、あらかじめ利用者に対し、当該サービスの内

容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得ます。 
 

第１０条  （利用料金の支払方法等） 

１ 利用者は、施設サービスの提供の対価として、別紙「重要事項説明書」に定める利用料

金の合計額を、月ごとに支払います。 

２ 事業者は、当月の利用料金合計額の請求書を翌月１０日までに利用者に送付します。 

３ 利用者は、当月の利用料金の合計額を、翌月２０日までに支払います。 

４ 事業者は、利用者から利用料金の支払を受けた時は、利用者に領収書を発行します。但

し、銀行振込の場合は、振込書を領収書とみなしますが、必要に応じて領収書も発行しま

す。 
 

第１１条  （契約の終了） 

１ 利用者は、３０日以上の予告期間をおいて文書で事業者に通知することによりこの契約

を解除することができます。ただし、次の事由に該当する場合 

には、利用者は、文書で通知することにより、直ちにこの契約を解約することができます。 

 １）事業者が正当な理由なくサービスを提供しないとき。 

 ２）事業者が守秘義務に違反したとき。 

 ３）事業者が社会通念に逸脱する行為を行ったとき。 

２ 事業者は、やむを得ない事情がある場合には、利用者に対し、３０日間の予告期間をお

いて理由を示した文書で通知することにより、この契約を解除することができます。ただ

し、次の事由に該当する場合には、文書で通知することにより、直ちにこの契約を解約す

ることができます。 

 １）利用者が事業者に支払うべきサービスの利用料金を２ヶ月以上滞納し、期限を定めて

再催告したにもかかわらず、その期限までにサービス利用料の支払いがないとき。 

 ２）児童が医療機関に入院し、明らかに退院できる見込がない場合、又は退院できないこ

とが明らかになった場合。 
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 ３）利用者がこの契約を継続し難いほどの背信行為を行ったと認めるとき。 

 ４）天災、災害、その他やむを得ない理由により、当事業所を利用させることが困難な場合。 

３ 児童が死亡した場合。 
 

第１２条  （損害賠償） 

１ 事業者は、サービスの提供により事故が発生した場合は、関係市町、利用者の家族に連

絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

２ 事業者は、サービスを提供する上で、事業者の責に帰すべき事由により利用者に損害を

与えた場合には、その損害を速やかに賠償する義務を負います。 
 

第１３条 （情報の保存） 

１ 事業者は、利用者に対する放課後等デイサービス事業の提供に関する書類等を整備し、

この契約終了後５年間保存します。 

２ 利用者は、事業所にて、当該利用者に関するサービス記録を閲覧できます。 

３ 利用者は、当該利用者に関するサービス記録の複写物の交付を受けることができます。

但し、複写に関しては、事業者は利用者に対して実費相当額を請求できるものとします。 
 

第１４条 （苦情解決） 

利用者又はその家族、後見人は、事業者が提供した施設サービスに関する苦情がある場

合は、いつでも別紙「重要事項説明書」に記載されている苦情相談担当窓口に苦情を申し

立てることができます。事業者は、苦情が申し立てられたときは、速やかに事実関係を調

査し、その結果、改善の必要性の有無及びその方法について、利用者又は家族、後見人に

文書で報告します。 
 

第１５条 （虐待の防止のための措置に関する事項） 

１ 本事業所は、児童虐待防止法第五条に基づき、児童虐待の早期発見に努めます。 

２ 児童虐待を受けたと思われる児童を発見した際は、福祉事務所や児童相談所、市町担当窓口に通

告します。 

３ 当事業所内において、虐待が発生しないよう職員教育に努めます。 
 

第１６条 （保護義務者） 

１ 事業者は、児童に対し、保護義務者を求めます。 

２ 保護義務者は、次の各号の責任を負います。 

  １）サービス利用中に、児童が疾病等により医療機関への受診が必要な場合、受診手続き

が円滑に進行するように事業者に協力すること。 

  ２）利用予定については、前もって事業者と調整を行い、サービスが円滑に提供されるよ

うに、事業者に協力すること。 

 ３）契約解除又は契約終了の場合、事業者と連携して児童の状態に見合った適切な受け入

れ先確保に努めること。 
 

第１７条 （その他） 

この契約に定めない事項については、児童福祉法その他の関係法令に従い、児童、家族、

後見人、事業者が信義に従い協議して決定します。 

  上記の契約の成立を証するために、この契約書２通を作成し、利用者及び事業者が記名押

印の上、各自その１通を所持します。 
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平成    年    月    日 

 

利 用 者   住    所 ：                   

氏    名 ：                  ㊞ 

 

後 見 人   住    所 ：                   

親 権 者    氏    名 ：                  ㊞ 

 

事 業 者    住    所 ： 石川県かほく市遠塚ニ13番地２ 

名    称 ： 社会福祉法人四恩会 チェンジＡ． 

代表者の名前 ：  理事長  真田 穰治    ㊞ 
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社会福祉法人四恩会 チェンジＡ． 指定児童発達支援事業  

利用契約書 

 

児童及び保護者（以下「利用者」）と社会福祉法人四恩会 チェンジＡ．（以下「事業

者」といいます。）は、事業者が通所利用する児童に対して提供する児童発達支援事業に

ついて、次のとおり契約します。 
 

第 １ 条 （契約の目的） 

この契約は、障害児が生活能力を向上のために必要な訓練を行ない、及び社会との交

流を図ることができるよう、当該障害児の身体及び精神の状況並びにその置かれている

環境に応じて、適切かつ効果的な指導及び訓練を行うことを目的とする。 
 

第 ２ 条 （事業の内容） 

１ 事業者は、別紙「重要事項説明書」に定めるサービスを提供します。 

２ サービスの提供は、事業所の指導員等の従業員が当たります。  

３ 事業者は、利用者の障害程度並びに希望に応じて、利用者にサービスを提供します。 

４ 事業者は、日常生活上の援助や日中活動支援に当たっては、利用者の成長・発達の支

援及び日常生活の充実に資するよう、適切な技術をもって行います。 

５ 事業者は、児童・家族の希望により、昼食の提供及び送迎の実施のための調整を行な

います。 

６ 事業者は、サービスの提供に当たっては、児童又は他の利用者の生命又は身体を保護

する為、緊急やむを得ない場合を除き、利用者の行動を制限する行為を行いません。 
 

第 ３ 条 （契約期間） 

この契約の期間は、平成  年  月  日から平成  年  月  日までです。

但し、契約期間満了日以前に支給有効期間の満了日が更新された場合には、変更後の有

効期間の満了日をもって契約期間の満了日とします。 

また、有効期間終了前1ヶ月に双方より契約の解消の申出がない場合は、契約期間は新

しい有効期間に自動更新することとします。 
 

第 ４ 条 （相談及び援助） 

事業者は、常に利用者の心身の状況、その置かれている環境等の的確な把握に努め、

利用者又はその家族、後見人等の相談に適切に応じるとともに、必要な助言その他の援

助を行います。 
 

第 ５ 条 （健康管理） 

事業者は、常に児童の健康に留意するとともに、健康保持の為に適切な措置を講じま

す。 
 

第 ６ 条 （利用終了時の援助） 

１ 事業者は、契約が終了し利用者が当事業所の利用を終了する際は、利用者及びその扶

養義務者の希望、利用者が利用終了後に置かれることとなる環境等を考慮し、利用者の

円滑な利用終了のために必要な援助を行います。 

２ 事業者は、当事業所サービスの提供の終了（解約の場合も含みます）に際し、終了の

旨を支給決定市町に連絡します。 
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第 ７ 条 （緊急時の援助） 

１ 事業者は、児童の体調に急変が生じた場合などには、速やかに近隣の医療機関又は児

童のかかりつけ医療機関に診療を依頼する場合があります。 

２ 当事業所利用中に児童の心身の状態が変化した場合は、速やかに保護者へ連絡します。 
 

第８条  （守秘義務） 

１ 事業者は、正当な理由がない限り、その業務上知り得た児童又はその保護者の秘密を

保持する義務を負います。 

２ 事業者は、従業員が退職後、正当な理由がなく在職中知り得た児童又はその保護者に

関する秘密を漏らすことのないよう必要な措置を講じます。 
 

第９条  （利用料金） 

１ 利用者は、サービスの対価として市町が定める利用者負担額、事業所で定める食費・

送迎費・材料費等の月ごとの合計金額を事業者に支払います。給付費については、当事

業所が保護者に代わり市町より代理受領します。 

２ 事業者は、利用者が希望する特別なサービスに要する費用の支払を利用者に請求でき

ます。 

３ 事業者は、サービスの提供に当たっては、あらかじめ利用者に対し、当該サービスの

内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得ます。 
 

第１０条  （利用料金の支払方法等） 

１ 利用者は、施設サービスの提供の対価として、別紙「重要事項説明書」に定める利用

料金の合計額を、月ごとに支払います。 

２ 事業者は、当月の利用料金合計額の請求書を翌月１０日までに利用者に送付します。 

３ 利用者は、当月の利用料金の合計額を、翌月２０日までに支払います。 

４ 事業者は、利用者から利用料金の支払を受けた時は、利用者に領収書を発行します。

但し、銀行振込の場合は、振込書を領収書とみなしますが、必要に応じて領収書も発行

します。 
 

第１１条  （契約の終了） 

１ 利用者は、３０日以上の予告期間をおいて文書で事業者に通知することによりこの契

約を解除することができます。ただし、次の事由に該当する場合には、利用者は、文書

で通知することにより、直ちにこの契約を解約することができます。 
 

 １）事業者が正当な理由なくサービスを提供しないとき。 

 ２）事業者が守秘義務に違反したとき。 

 ３）事業者が社会通念に逸脱する行為を行ったとき。 

２ 事業者は、やむを得ない事情がある場合には、利用者に対し、３０日間の予告期間を

おいて理由を示した文書で通知することにより、この契約を解除することができます。

ただし、次の事由に該当する場合には、文書で通知することにより、直ちにこの契約を

解約することができます。 

  １）利用者が事業者に支払うべきサービスの利用料金を２ヶ月以上滞納し、期限を定め

て再催告したにもかかわらず、その期限までにサービス利用料の支払いがないとき。 

 ２）児童が医療機関に入院し、明らかに退院できる見込がない場合、又は退院できない

ことが明らかになった場合。 
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 ３）利用者がこの契約を継続し難いほどの背信行為を行ったと認めるとき。 

 ４）天災、災害、その他やむを得ない理由により、当事業所を利用させることが困難な

場合。 

３ 児童が死亡した場合。 
 

第１２条  （損害賠償） 

１ 事業者は、サービスの提供により事故が発生した場合は、関係市町、利用者の家族に

連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

２ 事業者は、サービスを提供する上で、事業者の責に帰すべき事由により利用者に損害

を与えた場合には、その損害を速やかに賠償する義務を負います。 
 

第１３条 （情報の保存） 

１ 事業者は、利用者に対する児童発達支援事業の提供に関する書類等を整備し、この契

約終了後５年間保存します。 

２ 利用者は、事業所にて、当該利用者に関するサービス記録を閲覧できます。 

３ 利用者は、当該利用者に関するサービス記録の複写物の交付を受けることができます。

但し、複写に関しては、事業者は利用者に対して実費相当額を請求できるものとします。 
 

第１４条 （苦情解決） 

利用者又はその家族、後見人は、事業者が提供した施設サービスに関する苦情がある

場合は、いつでも別紙「重要事項説明書」に記載されている苦情相談担当窓口に苦情を

申し立てることができます。事業者は、苦情が申し立てられたときは、速やかに事実関

係を調査し、その結果、改善の必要性の有無及びその方法について、利用者又は家族、

後見人に文書で報告します。 
 

第１５条 （虐待の防止のための措置に関する事項） 

１ 本事業所は、児童虐待防止法第五条に基づき、児童虐待の早期発見に努めます。 

２ 児童虐待を受けたと思われる児童を発見した際は、福祉事務所や児童相談所、市町担当窓口に

通告します。 

３ 当事業所内において、虐待が発生しないよう職員教育に努めます。 
 

第１６条 （保護義務者） 

１ 事業者は、児童に対し、保護義務者を求めます。 

２ 保護義務者は、次の各号の責任を負います。 

 １）サービス利用中に、児童が疾病等により医療機関への受診が必要な場合、受診手続

きが円滑に進行するように事業者に協力すること。 

 ２）利用予定については、前もって事業者と調整を行い、サービスが円滑に提供される

ように、事業者に協力すること。 

 ３）契約解除又は契約終了の場合、事業者と連携して児童の状態に見合った適切な受け

入れ先確保に努めること。 
 

第１７条 （その他） 

この契約に定めない事項については、児童福祉法その他の関係法令に従い、児童、家

族、後見人、事業者が信義に従い協議して決定します。 
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  上記の契約の成立を証するために、この契約書２通を作成し、利用者及び事業者が記名

押印の上、各自その１通を所持します。 

 

 

 

 

平成   年   月   日 

 

利 用 者   住   所 ：                  

氏   名 ：                 ㊞ 

後 見 人   住   所 ：                  

親 権 者     氏   名 ：                 ㊞ 

 

事 業 者     住   所 ： 石川県かほく市遠塚ニ１3番地２ 

名   称 ： 社会福祉法人四恩会 チェンジＡ． 

代表者の名前：  理事長  真田 穰治     ㊞ 
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社会福祉法人四恩会 チェンジＡ．日中一時支援事業  

利用契約書 
 

本人及び保護者（以下「利用者」）と社会福祉法人四恩会 チェンジＡ．（以下「事業者」

といいます。）は、事業者が通所利用する利用者に対して提供する日中一時支援事業につい

て、次のとおり契約します。 
 

第 １ 条 （契約の目的） 

この契約は、利用者が可能な限りその地域における生活に移行できることを念頭に置い

て、事業者が利用者に対し、日常生活上の援助、日中活動支援等を行うことにより利用者

がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるようにすることを目的と

します。 
 

第 ２ 条 （事業の内容） 

１ 事業者は、別紙「重要事項説明書」に定めるサービスを提供します。 

２ サービスの提供は、事業所の指導員等の従業員が当たります。  

３ 事業者は、利用者の障害程度並び希望に応じて、利用者にサービスを提供します。 

４ 事業者は、日常生活上の援助や日中生活支援に当たっては、利用者の自立の支援及び日

常生活の充実に資するよう、適切な技術をもって行います。 

５ 事業者は、利用者の食事に関し、利用者の栄養、身体状況及び嗜好を考慮するとともに

適切な時間に食事を提供します。 

６ 事業者は、サービスの提供に当たっては、利用者又は他の利用者の生命又は身体を保護

する為に緊急やむを得ない場合を除き、利用者の行動を制限する行為を行いません。 
 

第 ３ 条 （契約期間） 

この契約の期間は、平成  年  月  日から平成  年  月  日までです。但

し、契約期間満了日以前に利用者が障害支援区分の変更を受け、支給有効期間の満了日が

更新された場合には、変更後の有効期間の満了日をもって契約期間の満了日とします。 

また、有効期間終了前1ヶ月に双方より契約の解消の申出がない場合は、契約期間は新

しい有効期間に自動更新することとします。 
 

第 ４ 条 （相談及び援助） 

事業者は、常に利用者の心身の状況、その置かれている環境等の的確な把握に努め、利

用者又はその家族、後見人等の相談に適切に応じるとともに、必要な助言その他の援助を

行います。 
 

第 ５ 条 （健康管理） 

事業者は、常に利用者の健康に留意するとともに、健康保持の為に適切な措置を講じま

す。 
 

第 ６ 条 （利用終了時の援助） 

１ 事業者は、契約が終了し利用者が当事業所の利用を終了する際は、利用者及びその扶養

義務者の希望、利用者が利用終了後に置かれることとなる環境等を考慮し、利用者の円滑

な利用終了のために必要な援助を行います。 
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２ 事業者は、当事業所サービスの提供の終了（解約の場合も含みます）に際し、終了の旨

を援護実施者（市町）に連絡します。 
 

第 ７ 条 （緊急時の援助） 

１ 事業者は、利用者に病状の急変が生じた場合、その他必要な場合は、速やかに近隣の医

療機関又は利用者の指定する医療機関での診療を依頼します。 

２ 前１項のほか、当事業所利用中に利用者の心身の状態が変化した場合は、利用者が指定

する緊急の連絡先に連絡します。 
 

第８条  （守秘義務） 

１ 事業者は、正当な理由がない限り、その業務上知り得た利用者又はその扶養義務者の秘

密を保持する義務を負います。 

２ 事業者は、従業員が退職後、正当な理由がなく在職中知り得た利用者又はその家族に関

する秘密を漏らすことのないよう必要な措置を講じます。 
  

第９条  （利用料金） 

１ 利用者は、サービスの対価として市町が定める委託費の利用者負担額、事業所で定める

食費・送迎費・材料費等の月ごとの合計金額を事業者に支払います。委託費については、

当事業所が利用者に代わり市町より代理受領します。 

２ 委託費の利用者負担額は、市町より提示されている委託費単価表をご確認ください。 

３ 事業者は、利用者が希望する特別なサービスに要する費用の支払を利用者に請求できま

す。 

４ 事業者は、サービスの提供に当たっては、あらかじめ利用者に対し、当該サービスの内

容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得ます。 
 

第１０条  （利用料金の支払方法等） 

１ 利用者は、施設サービスの提供の対価として、別紙「重要事項説明書」に定める利用料

金の合計額を、月ごとに支払います。 

２ 事業者は、当月の利用料金合計額の請求書を翌月１０日までに利用者に送付します。 

３ 利用者は、当月の利用料金の合計額を、翌月２０日までに支払います。 

４ 事業者は、利用者から利用料金の支払を受けた時は、利用者に領収書を発行します。但

し、銀行振込の場合は、振込書を領収書とみなしますが、必要に応じて領収書も発行しま

す。 
 

第１１条  （契約の終了） 

１ 利用者は、３０日以上の予告期間をおいて文書で事業者に通知することによりこの契約

を解除することができます。ただし、次の事由に該当する場合には、利用者は、文書で通

知することにより、直ちにこの契約を解約することができます。 
 

 １）事業者が正当な理由なくサービスを提供しないとき。 

 ２）事業者が守秘義務に違反したとき。 

 ３）事業者が社会通念に逸脱する行為を行ったとき。 
 

２ 事業者は、やむを得ない事情がある場合には、利用者に対し、３０日間の予告期間をお

いて理由を示した文書で通知することにより、この契約を解除することができます。 
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ただし、次の事由に該当する場合には、文書で通知することにより、直ちにこの契約を解

約することができます。 

 １）利用者が事業者に支払うべきサービスの利用料金を２ヶ月以上滞納し、期限 

を定めて再催告したにもかかわらず、その期限までにサービス利用料の支払いがない

とき。 

  ２）利用者が医療機関に入院し、明らかに退院できる見込がない場合、又は退院できない

ことが明らかになった場合。 

 ３）利用者がこの契約を継続し難いほどの背信行為を行ったと認めるとき。 

 ４）天災、災害、その他やむを得ない理由により、当事業所を利用させることが困難な場

合。 

３ 利用者が死亡した場合。 
 

第１２条  （損害賠償） 

１ 事業者は、サービスの提供により事故が発生した場合は、関係市町、利用者の家族に連

絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

２ 事業者は、サービスを提供する上で、事業者の責に帰すべき事由により利用者に損害を

与えた場合には、その損害を速やかに賠償する義務を負います。 
 

第１３条 （情報の保存） 

１ 事業者は、利用者に対する日中一時支援事業の提供に関する書類等を整備し、この契約

終了後５年間保存します。 

２ 利用者は、事業所にて、当該利用者に関するサービス記録を閲覧できます。 

３ 利用者は、当該利用者に関するサービス記録の複写物の交付を受けることができます。

但し、複写に関しては、事業者は利用者に対して実費相当額を請求できるものとします。 
 

第１４条 （苦情解決） 

利用者又はその家族、後見人は、事業者が提供した施設サービスに関する苦情がある場

合は、いつでも別紙「重要事項説明書」に記載されている苦情相談担当窓口に苦情を申し

立てることができます。事業者は、苦情が申し立てられたときは、速やかに事実関係を調

査し、その結果、改善の必要性の有無及びその方法について、利用者又は家族、後見人に

文書で報告します。 
 

第１５条 （虐待の防止のための措置に関する事項） 

１ 本事業所は、児童虐待防止法第五条に基づき、児童虐待の早期発見に努めます。 

２ 児童虐待を受けたと思われる児童を発見した際は、福祉事務所や児童相談所、市町担当窓口に通

告します。 

３ 当事業所内において、虐待が発生しないよう職員教育に努めます。 
 

第１６条 （身元引受人） 

１ 事業者は、利用者に対し、身元引受人を求めることがあります。但し、利用者に身元引

受人をたてることができない相当の理由が認められる場合は、その限りではありません。 

２ 身元引受人は、次の各号の責任を負います。 

  １）利用者が疾病等により医療機関に入院する場合、入院手続きが円滑に進行するように

事業者に協力すること。 
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 ２）契約解除又は契約終了の場合、事業者と連携して利用者の状態に見合った適切な受け

入れ先確保に努めること。 

 ３）利用者が死亡した場合の遺体の引取り、遺留金品の処理その他必要な措置。 
 

第１７条 （その他） 

この契約に定めない事項については、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律、その他の関係法令に従い、利用者、家族、後見人、事業者が信義に従い協

議して決定します。 

 

  上記の契約の成立を証するために、この契約書２通を作成し、利用者及び事業者が記名押

印の上、各自その１通を所持します。 

 

 

 

平成   年   月   日 
 
 

利 用 者   住     所：                   

 

氏     名：                  ㊞ 

 

後 見 人   住     所：                   

 

親 権 者    氏     名：                  ㊞ 

 

 

事 業 者    住    所： 石川県かほく市遠塚ニ１３番地２ 

 

名    称： 社会福祉法人四恩会 チェンジＡ． 

 

代表者の名前： 理事長  真田 穰治    ㊞ 


